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 取引先のＳＤＧｓ・ＥＳＧ経営をサポート！ 

「京銀ポジティブ・インパクト・ファイナンス」の取り組みについて 
～イクタグループ株式会社と契約を締結～ 

 京都銀行（頭取 安井 幹也）は、本日（２０２４年７月３１日（水））、イクタグループ

株式会社（代表取締役 生田 泰宏、本社 京都市伏見区）との間で、「京銀ポジティブ・   

インパクト・ファイナンス」の契約を締結しましたのでお知らせいたします。 

ポジティブ・インパクト・ファイナンスは、企業活動が環境・社会・経済に与える影響を

包括的に分析・評価し、ポジティブな影響の増大とネガティブな影響の低減に向けた取り組

みを支援するものです。 

なお、本件評価およびインパクトファイナンス実施体系が国連環境計画・金融イニシアテ

ィブ（ＵＮＥＰ ＦＩ）が公表している「ポジティブ・インパクト金融原則」に適合している

ことについて、株式会社 日本格付研究所（ＪＣＲ）から第三者意見書を取得しています※。 

同社グループは、創業精神である「天命に従い人事を尽くす」を基に、グループ共通の経

営方針を「品質への責任を果たし永続的な信頼と支持を得る」と掲げており、本ファイナン

スにおいて社会・環境・経済の領域でＫＰＩを設け、持続可能な環境・社会の実現を目指し

ます。 

当行では、今後も、地域企業のＳＤＧｓ・ＥＳＧ経営サポートを通じ、お客さまのさらなる

発展と持続性のある地域社会の実現を目指してまいります。 

※本リリースに評価書添付。 

記 

１．本ファイナンスの概要 

契 約 締 結 日  ２０２４年７月３１日 

融 資 額  ２８０百万円 

資 金 使 途  設備資金 

モニタリング期間  ７年 

第 三 者 意 見 書  株式会社 日本格付研究所（ＪＣＲ）から取得 
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２．同社概要 

会  社  名  イクタグループ株式会社 

本 社 所 在 地  京都市伏見区横大路下三栖辻堂町６ 

代  表  者  代表取締役 生田 泰宏  

設 立 年 月  ２０２３年９月 

事 業 内 容  ＩＫＵＴＡ ＧＲＯＵＰの持株会社 

中核先ホームページ https://ikuta-sanki.com/ 

 

以  上 

 

＜ご参考 ＞当行が取り扱うサステナブルローンについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

京都フィナンシャルグループでは、「地域社会の繁栄に奉仕する～地域の成長を牽引し、ともに未来を
創造する～」という経営理念に基づいた企業活動を行っております。今後も経営理念のより一層高い
レベルでの実践である SDGs 達成に向け、地域の社会課題の解決に貢献してまいります。なお、関連
するプレスリリースに SDGs の目標のアイコンを明示しております。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ポジティブ・インパクト・ファイナンス評価書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価対象企業：イクタグループ株式会社 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2024年 7月 31日 

株式会社京都銀行 
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株式会社京都銀行（以下、「京都銀行」という）は、イクタグループ株式会社（以下、「イクタグ

ループ」という）に対して「ポジティブ・インパクト・ファイナンス」（以下、「本ファイナンス」

という）を実施するにあたって、IKUTA GROUP 傘下の中核事業会社である生田産機工業株式会社

（以下、「生田産機工業」という）の活動が、社会・環境・経済に及ぼすインパクト（ポジティブ

な影響及びネガティブな影響）を分析・評価しました。 

分析・評価にあたっては、株式会社日本格付研究所（以下、「JCR」という）の協力を得て、国連

環境計画・金融イニシアティブ（UNEP FI）が提唱した「ポジティブ・インパクト金融原則」及び

ESG金融ハイレベル・パネル設置要綱第 2項（4）に基づき設置されたポジティブインパクトファ

イナンスタスクフォースがまとめた「インパクトファイナンスの基本的考え方」に則ったうえで、

中小企業※1に対するファイナンスに適用しています。 

※1 IFC（国際金融公社）または中小企業基本法の定義する中小企業、会社法の定義する大会社以外の企業 

 

１． 本ファイナンスの内容 

金額 280,000,000円 

資金使途 設備資金 

契約日及び返済期限 2024年 7月 31日 ～ 2049年 7月 31日 

モニタリング期間 7年（ポジティブ・インパクト・ファイナンスとして成立する期間） 

 

２． 【イクタグループ及び生田産機工業】の概要 

（１）企業概要 

【企業名】 イクタグループ株式会社 

【代表者名】 代表取締役 生田 泰宏 

【所在地】 京都市伏見区横大路下三栖辻堂町 6番地 

【資本金】 50百万円 

【従業員数】 1名（2024年 6月末現在） 

【事業内容】 IKUTA GROUPの持株会社 

 

【企業名】 生田産機工業株式会社 

【代表者名】 代表取締役 生田 泰宏 

【所在地】 京都市伏見区横大路下三栖辻堂町 6番地 
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【会社沿革】 1919年 

1935年 

1945年 

1950年 

1953年 

1955年 

1961年 

1970年 

1974年 

1978年 

 

1994年 

1999年 

2000年 

2002年 

2006年 

2007年 

 

 

 

2009年 

 

 

2011年 

2012年 

2015年 

 

2017年 

2018年 

2020年 

2021年 

 

2023年 

 

2024年 

生田捨吉氏が生田鉄工所を創業 

京阪機工株式会社に改組し、油送ポンプの製造軍需工場に指定 

終戦により解散 

伸銅設備機械の製造に着手 

生田産機工業株式会社を設立 

黄銅板面削装置（スカルピングマシン）の開発、実用化に成功 

現在地に新工場を建設 

両面面削装置（ダブルサーフェススカルピングマシン）を開発 

生田宗宏氏が代表取締役社長に就任 

輸出第 1 号として韓国メーカーに両面面削装置、自動溶接装置を納

入 

ドイツメーカーに大型両面面削装置を納入 

生田泰宏氏が代表取締役社長に就任（現代表取締役） 

IKUTAブランドのスカルピングカッターの製造販売を開始 

生田（蘇州）精密機械有限公司を設立 

世界初異形条レベラーの開発に成功。 

経済産業省中小企業庁より「元気なモノ作り中小企業 300 社」に選

出 

公益財団法人京都産業 21より「京都中小企業技術大賞」の「技術大

賞」を受賞 

関連会社株式会社京ウィンドを設立 

風力発電機が経済産業省「平成 21年度ものづくり中小企業製品開発

等支援補助事業」に採択 

新社屋竣工 

生和（蘇州）技研有限公司を設立 

公益財団法人京都高度技術研究所より「オスカー認定」を受賞 

IKUTA MAKINE A.S.を設立 

経済産業省より「地域未来牽引企業」に選定 

京ウィンドに新規事業の食品機械事業部を発足 

京都市より「京都市輝く地域企業表彰」を受賞 

京ウィンドの食品機械事業部を株式会社生福として分社化 

IKUTA MFGサポート&サービス株式会社を設立 

フジプランニング株式会社が IKUTA GROUPに参入 

イクタグループ株式会社を設立 

IKUTA GROUPの再編を実施 

【資本金】 20百万円 
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【従業員数】 81名（2024年 6月末現在） 

【売上高】 4,303百万円（2024年 3月期） 

【事業内容】 金属生産設備の設計製作 

産業用自動化機器の設計製作 

研究開発用機器の設計製作 

産業用ソフトウェア開発 

各種装置の撤去、移設、据付、改造工事 

各種装置のオーバーホール 

【組織図】 

 

 

生田産機工業より資料提供 
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（２）グループ会社概要 

  IKUTA GROUPは、以下企業で構成される企業グループであるが、本評価書においては事業会社

の中核である生田産機工業（下図の赤枠）を評価対象とする。 

 

【企業名】 株式会社京ウィンド 

【代表者名】 代表取締役会長 生田 泰宏 

代表取締役社長 渡辺 千裕 

【所在地】 京都市伏見区横大路下三栖辻堂町 6番地 生田産機工業株式会社内 

【資本金】 10百万円 

【従業員数】 1名（2024年 6月末現在） 

【売上高】 283百万円（2024年 3月期） 

【事業内容】 貿易業務 

日本語⇔中国語の通訳・翻訳業務 

中国より経営者視察団の受け入れを行うインバウンド事業 

中国視察、商品販売コーディネート、日本企業の中国進出サポート 

商材の開拓 

中国グループ会社・蘇州伊庫達貿易との共同による日本の伝統工芸品や雑貨を

中国で販売する「中国での日本のよいモノ販売」 
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【企業名】 株式会社生福 

【代表者名】 代表取締役会長 生田 泰宏 

代表取締役社長 福角 守弘 

【所在地】 京都市伏見区横大路下三栖辻堂町 6番地 生田産機工業株式会社内 

【資本金】 20百万円 

【従業員数】 6名（2024年 6月末現在） 

【売上高】 71百万円（2024年 3月期） 

【事業内容】 食品加工機械製造 

 

【企業名】 IKUTA MFGサポート&サービス株式会社 

【代表者名】 代表取締役 生田 稔 

【所在地】 京都市伏見区横大路下三栖辻堂町 6番地 生田産機工業株式会社内 

【資本金】 10百万円 

【従業員数】 4名（2024年 6月末現在） 

【売上高】 133百万円（2023年 12月期） 

【事業内容】 機械器具設置工事 

 

【企業名】 フジプランニング株式会社 

【代表者名】 代表取締役会長 生田 泰宏 

代表取締役社長 望月 正貴 

【所在地】 静岡県富士市松岡 24-7 

【資本金】 10百万円 

【従業員数】 9名（2024年 6月末現在） 

【売上高】 348百万円（2023年 10月期） 

【事業内容】 機械電気工事 

 

【企業名】 生田（蘇州）精密機械有限公司 

【代表者名】 董事長 生田 泰宏 

総経理 金井 勇 

【所在地】 蘇州相城経済技術開発区漕湖街道春興路 46号 D棟 

（平謙国際現代産業園 D棟） 

【資本金】 300百万円 

【従業員数】 50名（2024年 6月末現在） 

【売上高】 1,412百万円（2023年 12月期） 
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【事業内容】 金属加工生産ラインの設計製作販売 

産業用機器の設計製作、受託生産、メンテナンス 

その他加工品の受託生産 

 

【企業名】 生和（蘇州）技研有限公司 

【代表者名】 董事長 金井 勇 

総経理 金井 勇 

【所在地】 蘇州相城経済技術開発区漕湖街道春興路 46号 D棟 

（平謙国際現代産業園 D棟） 

【資本金】 150百万円 

【従業員数】 18名（2024年 6月末現在） 

【売上高】 217百万円（2023年 12月期） 

【事業内容】 精密切断、精密製缶、溶接加工 

5面加工機による精密機械加工一式 

 

【企業名】 IKUTA MAKINE A.S. 

【代表者名】 チェアマン 生田 泰宏 

マネージングディレクター 北村 大輔 

【所在地】 IKITELLI OSB MAH. METAL-IS 12 A BLOK SOKAK NO : 19 DUKKAN BASAKSEHIR 

ISTANBUL TURKEY 

【資本金】 50百万円 

【従業員数】 7名（2024年 6月末現在） 

【売上高】 135百万円（2023年 12月期） 

【事業内容】 面削カッターの製造販売、再研削 

金属加工生産ラインの設計製作販売 

産業機器の設計製作、受託生産、メンテナンス 

IKUTAグループ製品の販売 

その他商材販売・貿易業務 
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（３）事業内容 

生田産機工業は、100年以上の歴史を有する銅及び銅合金をはじめとする金属生産設備の設計・

製作販売メーカーである。伸銅設備、特に両面面削ラインにおいては国内で 100％近いシェアを誇

る伸銅設備業界のトップシェアメーカーで、そのほか脱脂ラインや研磨ライン、めっきライン、

スリッター、テンションレベラーなど多彩な金属加工装置の製作により、国内だけでなく海外向

けにも「IKUTA」ブランドを確立している。 

1919年に生田捨吉氏（生田泰宏代表取締役の祖父）が創業し、当時は酒造用機械を製造してい

た。その後、戦時中は軍需用ポンプの製造など時代背景により製造品目が移り変わり、終戦によ

る一時解散を経て、1953年に生田産機工業（現在の社名）を設立する。 

以降、伸銅設備機械の製造に着手し、1955年に開発した黄銅板面削装置（スカルピングマシン）

は、銅板や銅条（コイル）の表面を覆っている酸化被膜・不純物を削り取るライン装置として、

当時の国内伸銅メーカーがこぞって導入し、伸銅製品の品質向上に大きく貢献した。1970年には

両面面削装置（ダブルサーフェススカルピングマシン）を開発し、面削装置の飛躍的な省力化に

貢献している。 

生田宗宏氏（生田泰宏代表取締役の父）が 2 代目社長として就任後は、輸出第 1 号として両面

面削装置を韓国メーカーに導入し、以降インフラ整備が急務であった香港、台湾などの工業国に

も輸出を展開する。 

生田泰宏代表取締役が 3 代目社長として就任後は、黄銅板面削装置に搭載されるカッターの内

製化に成功し、2002年に生田（蘇州）精密機械の海外子会社設立を皮切りに中国へ事業を展開す

る。その後、トルコに子会社（IKUTA MAKINE）を設立するほか、本社近隣に新工場建設を予定し

ており、更なる販路開拓とその受注に対応できる生産能力の向上を目指している。 

2023 年にイクタグループの設立によりホールディングス化を実現し、グループ会社で自主性と

成長を促す体制を構築する。代々受け継がれる「MADE WITH IKUTA モノづくりは人づくり」の精

神はグループ全社で継続しつつ、創業 111周年を迎える 2030年に向け歩みを進める方針としてい

る。  

＜経営方針発表会の資料（一部抜粋）＞ 

生田産機工業 HPにて掲載 



 

8 

 

（４）企業理念 

 生田泰宏代表取締役が就任後に、祖父の代から続く精神や思いを言語化した「クレド」を作成

した。創業時から脈々と受け継いできた思いを共通の理念として社員に伝えることができるよう

になり、また次世代へ「イクタ」の精神を引き継ぐことにもつながっている。なお、「クレド」は

「創業精神」、「基本理念」、「行動指針」、「経営方針」で構成されている。 

 

 生田泰宏代表取締役が就任以前は、創業精神など明確にされていなかったが、生田泰宏代表取

締役が幼少期から祖父や父、歴代の社員が家業に取り組む姿勢や精神、思いを通じて肌で感じて

きたものを言語化してクレドを作成した。 

 

基本理念は、生田産機工業が所属する京都機械金属中小企業青年連絡会の運営スローガンを基

に作成している。会員企業同士で連携を深め、共に高めあう精神に生田泰宏代表取締役が感銘を

受けて取り入れた経緯となっている。 

行動指針は、「後工程はお客様」の合言葉の下、常に次の工程には顧客（顧客以外にも、社内で

は次工程の担当者）がいることを想定し、上手くバトンタッチするにはどうすれば良いかを考え

ながら仕事に取り組むことを行動指針として定めている。 

 生田産機工業より資料提供 
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経営方針 IKUTAビジョンは、納入先が、長年「IKUTA」の装置を使用し続けることを前提に製

作していることから、「品質」の維持は絶対的なものとしている。また、装置の仕様変更や微調

整など納入後も引き続き顧客との関係性は継続することから、共に協力し合いながら、パートナ

ーカンパニーとして永続的な信頼や支持を得られることを目指す方針としている。 

  

生田産機工業より資料提供 

＜経営方針発表会の資料（一部抜粋）＞ 

生田産機工業 HPにて掲載 
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（５）事業活動 

【品質管理の維持・向上について】 

 生田産機工業では、顧客の品質や予算などの要望に沿った受注生産方針（オーダーメイド）に

より、一品一様のライン装置製作を基本とし、完成まで数多くの工程を要することから、場合に

よっては複数年に跨って製作するケースもある。また、完成後も装置の設置や立ち上げ、試運転

などを通して、仕様の変更や細かな要望、不具合の発生など様々な課題が発生するが、ベテラン

社員を中心とした経験と各部門との連携により、柔軟かつスピーディな対応を実践している。 

 製作工程の進捗管理は、毎週各部門のリーダー以上が参加する工程会議により、社内全体で進

捗状況を把握し、かつ部門間で連携を密に取ることで納期厳守を実現している。今後は工程管理

ソフトの導入を予定しており、現状の部門毎に異なったツールでの管理が、部門共通のツールで

共有できることとなり、進捗のより一層の見える化と安定的な装置の提供による地域企業におけ

るモノづくりへの貢献が期待される。 

 また、更なる顧客の要望にも対応できるよう、レベラー関連事業の拡大を予定している。 

【社員雇用について】 

近年の受注増加に対応するべく採用者数を増加させている中、【社員教育について】に記載の通

り、教育体制の充実によって自身の成長が実感できる体制が構築されていることから、仕事のや

りがい、ひいては社員の定着といった好循環につながっている。また、給与面についても業界水

準を上回る給与水準を確保している。 

外国籍の社員も積極的に採用しており、現在中国籍、インドネシア籍、インド籍、ミャンマー

籍の合計 8 名が在籍している。家賃補助による費用面での負担や住まいの手配だけでなく、同じ

国籍の先輩社員が業務上や日常生活でのサポートを行うなど、手厚く支援している。 

そのほか、日本語検定や BJTビジネス日本語能力テストの合格時には、報奨金を支給している。

現在、日本語検定の最難関（N1）は複数名合格者を輩出しており、BJTビジネス日本語能力テスト

についても、J2以上の取得者増加を目指している。 

シニア人材について、ベテラン社員が長年培った知識や技能を今後も活かせるよう、65歳の定

年後も定年再雇用制度を導入している。希望があれば 1年更新で満 70歳まで適用され、月間の勤

務日数や一日の勤務時間など個々の要望に合わせてフレキシブルに対応している。実際に 70歳以

上の社員が在籍するなど、働き続けることができる環境を提供している。 

【社員教育について】 

新入社員の研修については、社内規程に各部毎の研修内容と期間の目安が明記されており、所

属部門長が各新入社員に適した研修を組み合わせるオーダーメイド型としている。これにより、

社員のスキルに沿った運用が可能となり、受講生の習熟度や指導者の負担感軽減が図れている。 
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社員の自己啓発につながるよう、所属部門長が毎年度配下社員の教育計画を作成し、企画管理

部が取りまとめている。教育計画は、階層別の研修や個別職務能力向上に向けた研修や資格の取

得などを盛り込んでいる。加えて、社員自身も各自で資格取得などのスキルアップにつながる目

標を設定し、年 3 回上席との面談で進捗確認や適宜フォローを受けることで、目標達成に取り組

んでいる。 

部署異動は基本的に行わない方針としているが、部署内での人材不足時や社員の育成を目的と

する場合は、対象者との面談を通して実施している。今後、更なる社員の成長を後押しできるよ

う、社員自らが挑戦したい業務や部署を立候補できる制度の導入も検討している。 

各自の資格取得状況は、クラウド人材システムにより一元化され、明確で分かりやすく表示さ

れている。資格受験や講習受講、テキストの費用は会社負担とし、かつ社内規程に定める資格の

取得時には、報奨金を支給している。対象資格は、品質保証や営業、技術、製造、語学に関する資

格など多岐にわたり、社内規程に定められた資格以外でも、業務で関連すると認められた場合、

新たに対象として追加されるケースもある。2024年 5月末時点の主な保有資格は以下の通りであ

り、特に職長等教育については対象者となる社員も多く、なおかつ教育修了後も定期的（5年毎）

に「能力向上教育」の受講が求められることから、継続的なフォローを実施している。 

 

資格名称 資格者数 

労働安全衛生上の資格 

 

安全管理者選任時研修 4名 

第一種衛生管理者 5名 

職長等教育 35名 

玉掛け技能講習 40名 

低圧電気取扱業務特別教育 9名 

職務能力向上の資格 

 

マイナンバー実務検定 1級 1名 

品質管理検定 3級 1名 

機械設計技術者 3級 1名 

日本語能力試験 N1 2名 

BJTビジネス日本語能力テスト J2 3名 

 

【労働環境について】 

①働きやすい職場環境の構築 

 時間外労働は、労働基準法や 36協定に則った管理体制とし、万が一健康管理時間※2が月間 80

時間を超えると、個人の勤怠管理画面にアラートが表示され、注意喚起を促す仕様としている。

生田産機工業より資料提供 

＜主な保有資格（一例）＞ 
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特定の社員に負担が偏らないよう、業務範囲を拡大することによる多能工化への取り組みや今後、

業務間インターバル制度の導入も検討している。 

 2023年の一人当たり年間総労働時間は、2050.07時間で全国平均の 1962.0時間（厚生労働省毎

月勤労統計調査から当行が算出）と比べ大差は見られないが、今後、業務多忙が予想される中で

も全国平均以下を達成できるよう取り組む意向である。 

 休暇は、完全週休二日制としており、育児休業の対象者は、法令を 1 歳超える 3 歳未満の子供

を養育する社員までとしており、男性の育児休業取得率は 100％を継続している。今後も対象者と

なる社員の意向を尊重しつつ、2030年までの政府目標である 85％以上の取得率を維持する方針で

ある。 

有給休暇は、入社後から 6か月を待たず、入社時に 5日間付与される独自の仕組みとしている。

2023年の一人当たり平均有給休暇取得日数は、11.2日で全国平均の 9.6日（厚生労働省令和 5年

就労条件総合調査、企業規模 30～99人）と比べ、上回っている。要因として、過去に有給休暇取

得奨励日を 5 日間設け一定の成果があったため、今年度からは社内一斉の取得日を 2 日間設置す

るなど、より一層社内で休暇を取得しやすい環境を構築している。また、労働基準法が定める 5日

以上の取得に満たしていない社員には、健康管理時間と同様、個人の勤怠管理画面にアラートが

表示されることで、注意喚起を促している。 

 働きやすい職場環境に向けては、2011年の新社屋改修に伴って食堂もリニューアルし、テラス

も併設するなど清潔感があり開放的な空間を社員に提供している。そのほか、社内イベントとし

て、社員の家族も参加できるバーベキューや忘年会、納涼祭、「京都トレイル」（13頁参照）など

幅広く開催し、社員同士でコミュニケーションを深めることでアットホームな環境を構築してい

る。 

※2 月間の総労働時間の内、週 40時間を超える部分の合計時間を指し、以下の計算式で算出される 

   健康管理時間＝月間総労働時間－（月の暦日数÷7×40） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜納涼祭の様子＞ 

生田産機工業より資料提供 
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②職場の安全衛生環境 

 安全衛生委員会を設置し、委員を中心に職場の安全衛生環境構築に努めている。 

 安全衛生委員会は週 1回開催し、委員が持ち回りで 2週間に 1回実施する職場内パトロール（産

業医は 2 か月に 1 回巡視）や衛生管理者が週 1 回実施する職場巡視の結果を報告し、問題点につ

いて改善が図れるよう対策を講じている。また、議事録は社内ポータルサイトにアップしており、

委員以外の社員も確認できる仕組みとしている。 

労働・休業災害の発生時における対応として、報告書を作成するほか、翌月に全社員が参加す

る全体月例会議での報告及び社内ポータルサイトにアップすることで周知徹底を図っている。な

お、就労時間中における休業災害は 2023年では発生 0件であった。 

 また、毎日昼休み後に 3S活動として全社員で清掃活動を実施することで、社内の環境美化に努

めている。 

 

③健康経営の実践 

健康経営の実践により、2020年から継続して「健康経営優良法人（中

小規模法人部門）※3」の認定を取得している。 

具体的な取り組みとして、健康経営推進委員会が中心となって毎期社

内アンケートを実施し、禁煙プログラムの実施やメンタルヘルスの対

策、肩こり腰痛対策の推進など、取り組みテーマを選定し、改善に向け

て施策を講じている。 

そのほか、社員に対して年 1回の定期健康診断とストレスチェックを

実施しており、再検査の対象者は、就業時間内での受診や検査費用、交

通費、一部オプションを会社負担とすることで、健康に配慮し、かつ個

人の負担が無く受診できる仕組みとしている。福利厚生として、昼食の

ほか軽食として、食堂に新鮮なサラダやフルーツを常備し、一部会社が

費用を負担することで割安で利用できる。ラインナップは週替わりで、

＜3S活動の様子＞ 

＜社内ポータルサイトの様子＞ 

生田産機工業より資料提供 



 

14 

 

社内ポータルサイトにアップすることで、気軽に利用できるよう工夫を施している。また、社内

イベントとして健康経営推進委員会が主導で「京都トレイル※4」を年に複数回実施しており、運

動機会の増進や社員同士で親睦を深める機会としている。 

今後、「健康経営優良法人（中小規模法人部門）」取得企業の中でも、上位 500 社が対象となる

「ブライト 500」の認定取得に向け、更なる健康経営の推進に取り組む方針である。 

※3 地域の健康課題に即した取り組みや日本健康会議が進める健康増進の取り組みを基に、特に優良な健康経営 

を実践している大企業や中小企業等の法人を日本健康会議が認定する制度 

※4 京都市をはじめ京都府山岳連盟、京阪電気鉄道、阪急電鉄、西日本ジェイアールバス、京都市交通局、京都 

大阪森林管理事務所、京北自治振興会、京都市観光協会で構成される「京都一周トレイル会」によって京都

市を一周できるようコースが設定、整備され、歩きながら京都の自然や歴史、観光を楽しめるトレッキング

コースを指す 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜「京都トレイル」参加の様子＞ 

＜「健康経営優良法人（中小規模法人部門）」の認定証＞ 

生田産機工業より資料提供 
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【環境負荷低減について】 

環境省が主唱する環境月間に合わせ、毎年 6 月に全社員を対象に環境教育を実施し、環境負荷

低減の意識醸成につなげている。 

「大気汚染防止」や「水質汚濁防止」、「土壌汚染対策」など各種法令に基づいた対応を社内規

程に定め、適切に対応している。 

具体的な取り組みとして、社屋内で使用する電力は、2023年から再生可能エネルギーに切り替

えており、社屋内は LED 照明を導入することで、電力使用量及

び CO2排出量の削減に貢献している。 

産業廃棄物は、廃油や廃塗料、廃木材など様々であるがいず

れも種別に分別管理を行い、外部業者を通じて適切に処理して

いる。主に加工時に排出する鉄やステンレスなどの金属くずに

ついても、有償買取にて処理し、再利用されている。 

生田産機工業では、装置製作だけでなく他社製造のものも含

めた機械のメンテナンスやオーバーホールも請け負っている。

部品や図面が現存しない、機械を製作した会社が廃業している

など、修復困難な状況においても、ベテラン社員の知識や経験

を活かしてできる限り対応することで、機械の継続使用による長寿命化や不要な廃品を出さない

ことにつながり、環境負荷の低減に貢献している。 

今後、キャンセル品（誤発注・発注後の仕様変更・不良発生による再注文などの要因により、

使用しなくなった部品や鋼材）の内、再利用出来ずに廃棄となる不要品の発生抑制に取り組むこ

とで、更なる廃棄物の削減につなげる方針としている。 

【地域・社会貢献活動について】 

 地域に根差して企業活動に取り組む事業者を対象とした「京都市輝く地域企業表彰※5」を 2020

年に受賞し、以降も、2022年に地域金融機関との連携により SDGs私募債を発行し、その仕組みを

通じて地域の小学校へ天井照明を寄贈するなど、積極的に地域・貢献活動に取り組んでいる。 

※5 地域に長年親しまれている事業者をはじめ、安心安全への貢献、文化の継承、自然環境の保全、多様な担い 

手の活躍支援等、地域に根差して企業活動に取り組む事業者を対象とした、京都市による制度 

 

 

 

 

 

 

生田産機工業 HPにて掲載 

＜「京都市輝く地域企業表彰」の表彰状と地域小学校からの感謝状＞ 

＜機械メンテナンス中の様子＞ 

生田産機工業より資料提供 
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３．UNEP FIが掲げるインパクトレーダーとの関連性 

 本ファイナンスでは、生田産機工業の事業を国際標準産業分類における「金属成形機械及び工

作機械の製造」に分類した。その前提の下で UNEP FIのインパクト分析ツールを用いた結果を踏

まえ、事業活動等を鑑みた最終的なインパクトエリア/トピックは下図の通りとなった。 

ポジティブ ネガティブ

インパクト
カテゴリー

インパクトエリア インパクトトピック

インパクト

社会

人格と人の安全保障

紛争

現代奴隷

自然災害

健康および安全性 － ●

児童労働

データプライバシー

資源とサービスの入手

可能性、アクセス可能

性、手ごろさ、品質

水

食料

エネルギー

教育 ●

移動手段

住居

健康と衛生

文化と伝統

ファイナンス

情報

コネクティビティ

生計

雇用 ●

賃金 ●

社会的保護 ●

その他の社会的弱者

社会

経済

強固な制度・平和・安

定

法の支配

市民的自由

平等と正義

ジェンダー平等

民族・人種平等 ●

年齢差別 ●

インフラ －

土壌

経済収束 －

健全な経済
セクターの多様性

零細・中小企業の繁栄 ●

生物種
環境

気候の安定性 － ●

生物多様性と生態系

水域

大気

生息地

サーキュラリティ
資源強度 ● ●

廃棄物 ● ●
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（１）ポジティブなインパクトエリア/トピックとその内容、関連する SDGs 

インパクト 

エリア/トピック 
内容 

関連する

SDGs 

教育 

・クラウド人材管理システムにより資格取得状況を一元化・新入社員

研修は、社内規程に各部毎の研修内容と期間の目安が明記されてお

り、各新入社員に適した研修を組み合わせるオーダーメイド型   

 

・所属部門長が毎年度配下社員の教育計画を作成 

・社員自身が資格取得などのスキルアップにつながる目標を設定し、

年 3回の上席面談によるフォローを受け、目標達成を目指す 

・社員自ら挑戦したい業務や部署を立候補できる制度の導入を検討 

・クラウド人材管理システムにより資格取得状況を一元化 

・職長等教育は対象者となる社員も多く、なおかつ教育修了後も定期

的（5年毎）に「能力向上教育」の受講が求められることから、継続

的にフォローを実施 

賃金 ・業界水準を上回る給与水準を確保 
 

零細・中小企業の

繁栄 

・受注生産方式（オーダーメイド）による、一品一様のライン装置製作

への対応 

 

・製作工程の進捗管理は、毎週実施する工程会議により、社内全体で進

捗状況を把握し、かつ部門間で連携を密に取ることで納期厳守を実

現 

・工程管理ソフトの導入による部門全体での進捗管理の一元化と、安

定的な製品の提供による地域企業のモノづくりへの貢献 

・更なる顧客の要望にも対応できるよう、レベラー関連事業の拡大に

取り組む 

零細・中小企業の

繁栄 

資源強度 

廃棄物 

・機械のメンテナンスやオーバーホールも請け負っており、ベテラン

社員の知識や経験を活かしてできる限り対応することで、機械の継

続使用による長寿命化や不要な廃品を出さないことにつながり、環

境負荷の低減に貢献 
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（２）ネガティブなインパクトエリア/トピックとその内容、関連する SDGs 

インパクト 

エリア/トピック 
内容 

関連する

SDGs 

健康および安全性 

・労働基準法や 36協定に則った管理体制とし、健康管理時間が月間 80

時間を超えると個人の勤怠管理画面にアラートが表示され、注意喚

起を促す仕様とし、適正な勤務時間実現に取り組む 

 

・業務範囲の拡大による多能工化や業務間インターバル制度の導入を

進める方針 

・有給休暇は入社後から 6か月を待たず、5日間付与される仕組み 

・有給休暇取得促進の取り組みとして、今年度から社内一斉の有給休

暇取得日の設置 

・5日以上の取得に満たしていない場合、勤怠管理画面にアラートが表

示され、注意喚起を促す仕組み 

・安全衛生委員が中心となった職場内パトロールや衛生管理者が職場

巡視を実施し、議事録は社内ポータルサイトにアップすることで委

員以外も確認でき、安全意識を醸成 

・2023年における就労時間中の休業災害の発生は 0件 

・2020年から継続して「健康経営優良法人（中小規模法人部門）」の認

定取得 

・健康経営推進委員会が中心となり、毎期社内アンケートを実施して

取り組みテーマを選定、改善に向けて施策を実施 

社会的保護 

・資格受験や講習受講・テキストの費用は会社負担とし、かつ社内規程

に定める資格の取得時には、報奨金を支給 

 

・報奨金の対象として規定された資格以外でも、業務で関連すると認

められた場合、新たに追加を実施 

・育児休業は、法令を 1 歳超える 3 歳未満の子供を養育する社員が対

象で、男性の育児休業取得率は 100％を継続、今後も対象者となる社

員の意向を尊重しつつ、高水準の取得率維持に取り組む 

・定期健康診断の再検査は、就業時間内での受診や検査費用、交通費、

一部オプションを会社が負担 

・福利厚生として、食堂に新鮮なサラダやフルーツを常備し、割安で利

用が可能 

・加工時に排出する鉄やステンレスなどの金属くずは、有償買取にて

処理し、再利用 
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社会的保護 

民族・人種平等 

・家賃補助による費用面での負担や住まいの手配だけでなく、同じ国

籍の先輩社員が業務上や日常生活をサポート 

 

・外国籍社員は、日本語検定や BJT ビジネス日本語能力テストの合格

時に報奨金を支給 

気候の安定性 
・社屋内の使用電力は、2023 年から再生可能エネルギーに切り替え済

で、社屋内は LED照明を導入し、電力使用量及び CO2排出量を削減 

 

資源強度 
・今後、キャンセル品の内、不要品の発生抑制に取り組むことで、更な

る廃棄物の削減につなげる 

 

資源強度 

廃棄物 

・産業廃棄物は、廃油や廃塗料、廃木材などいずれも種別に分別管理

し、外部業者を通じて適切に処理 

 

・加工時に排出する鉄やステンレスなどの金属くずは、有償買取にて

処理し、再利用 
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（３）ポジティブ・ネガティブなインパクトエリア/トピックとその内容、関連する SDGs 

インパクト 

エリア/トピック 
内容 

関連する

SDGs 

（ポジティブ） 

雇用 

（ネガティブ） 

民族・人種平等 

・多国籍の社員を積極的に登用し、現在中国籍、インドネシア籍、イン

ド籍、ミャンマー籍の合計 8名が在籍 

 

（ポジティブ） 

雇用 

（ネガティブ） 

年齢差別 

・65歳の定年後も定年再雇用制度を導入し、満 70歳まで適用され、月

間の勤務日数や一日の勤務時間など個々の要望に合わせてフレキシ

ブルに対応 

 

 

 

 インパクトの特定にあたっては、UNEP FIから公表されているインパクトレーダー及びインパクト分析ツ

ールを活用した独自の評価ツールを使用しているが、発出したポジティブ・ネガティブインパクトのうち、

生田産機工業のインパクトとして特定しなかったもの及び理由は以下の通りである。 

ネガティブインパクト 

「賃金」、「水域」、「大気」 

事業活動において、賃金体系の策定等による十分な対策が取られていることから「賃金」は対象外とする。 

そのほか、排水や大気汚染などは排出しておらず、かつ社内規程に定め、適切に対応するなどの対策を講

じていることから、「水域」、「大気」についてもネガティブインパクトを特定しない。 
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４．本ファイナンスで KPIを設定したインパクトと関連する SDGs 

イクタグループ及び生田産機工業は京都銀行と共同し、本ファイナンスにおける重要な以下の

管理指標（以下、「KPI」という）と関連する SDGsを設定した。なお、KPIについては、事業会社

の中核である生田産機工業を対象とする。 

（１）ポジティブなインパクトエリア/トピックによる KPI 

 

特定したインパクトエリア/トピックと KPI① 

インパクト 

エリア/トピック 
教育 

取り組み、施策等 

・所属部門長が毎年度配下社員の教育計画を作成 

・社員自身が資格取得などのスキルアップにつながる目標を設定し、年 3回の上席

面談によるフォローを受け、目標達成を目指す 

・クラウド人材管理システムにより資格取得状況を一元化 

・職長等教育は対象者となる社員も多く、なおかつ教育修了後も定期的（5 年毎）

に「能力向上教育」の受講が求められることから、継続的にフォローを実施 

設定した KPI 

・2029年までに、職長等教育受講済の社員を対象に職長等能力向上教育を受講する 

（対象者：35名） 

・2030 年まで毎年、外国人社員に占める「BJT ビジネス日本語能力テスト J2」以

上の取得割合 50％以上を達成する 

（2023年実績：37.5％） 

＜関連する SDGs＞ 

ターゲット 4.4 

2030年までに、技術的・職業的スキルなど、雇用、働きがいのある人間らしい仕事及び起

業に必要な技能を備えた若者と成人の割合を大幅に増加させる。 

ターゲット 8.5 

2030年までに、若者や障害者を含むすべての男性及び女性の、完全かつ生産的な雇用及び

働きがいのある人間らしい仕事、ならびに同一価値の労働についての同一賃金を達成する。 

ターゲット 10.2 

2030年までに、年齢、性別、障害、人種、民族、出自、宗教、あるいは経済的地位その他

の状況に関わりなく、全ての人々の能力強化及び社会的、経済的及び政治的な包含を促進

する。 
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特定したインパクトエリア/トピックと KPI② 

インパクト 

エリア/トピック 
零細・中小企業の繁栄 

取り組み、施策等 ・更なる顧客の要望にも対応できるよう、レベラー関連事業の拡大に取り組む 

設定した KPI ・2027年までに、レベラー関連事業の売上高を 2023年対比 10倍以上にする 

＜関連する SDGs＞ 

ターゲット 8.2 

高付加価値セクターや労働集約型セクターに重点を置くことなどにより、多様化、技術向

上及びイノベーションを通じた高いレベルの経済生産性を達成する。 

ターゲット 9.4 

2030年までに、資源利用効率の向上とクリーン技術及び環境に配慮した技術・産業プロセ

スの導入拡大を通じたインフラ改良や産業改善により、持続可能性を向上させる。全ての

国々は各国の能力に応じた取組を行う。 
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（２）ネガティブなインパクトエリア/トピックによる KPI 

 

特定したインパクトエリア/トピックと KPI③ 

インパクト 

エリア/トピック 
健康および安全性 

取り組み、施策等 

・労働基準法や 36協定に則った管理体制とし、健康管理時間が月間 80時間を超え

ると個人の勤怠管理画面にアラートが表示され、注意喚起を促す仕様とし、適正

な勤務時間実現に取り組む 

・安全衛生委員が中心となった職場内パトロールや衛生管理者が職場巡視を実施

し、議事録は社内ポータルサイトにアップすることで委員以外も確認でき、安全

意識を醸成 

・2023年における就労時間中の休業災害の発生は 0件 

・2020年から継続して「健康経営優良法人（中小規模法人部門）」の認定取得 

・健康経営推進委員会が中心となり、毎期社内アンケートを実施して取り組みテー

マを選定、改善に向けて施策を講じている 

設定した KPI 

・2027年までに、一人当たりの年間平均総労働時間を 1,950時間以下にする 

（2023年実績：2,050時間） 

・毎年、休業災害の発生 0件を継続する 

（2023年実績：0件） 

・2026年までに、「健康経営優良法人（中小規模法人部門）ブライト 500」の認定を

取得する 

＜関連する SDGs＞ 

ターゲット 3.8 

全ての人々に対する財政リスクからの保護、質の高い基礎的な保健サービスへのアクセス

及び安全で効果的かつ質が高く安価な必須医薬品とワクチンへのアクセスを含む、ユニバ

ーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）を達成する。 

ターゲット 8.8 

移住労働者、特に女性の移住労働者や不安定な雇用状態にある労働者など、全ての労働者

の権利を保護し、安全・安心な労働環境を促進する。 
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特定したインパクトエリア/トピックと KPI④ 

インパクト 

エリア/トピック 
社会的保護 

取り組み、施策等 

・育児休業は、法令を 1歳超える 3歳未満の子供を養育する社員が対象で、男性の

育児休業取得率は 100％を継続、今後も対象者となる社員の意向を尊重しつつ、

高水準の取得率維持に取り組む 

設定した KPI 

・2030年まで毎年、男性の育児休業取得率 85％以上を継続する 

（2023年実績：100％） 

・2029年までに、「くるみん認定」を取得する 

＜関連する SDGs＞ 

ターゲット 8.8 

移住労働者、特に女性の移住労働者や不安定な雇用状態にある労働者など、全ての労働者

の権利を保護し、安全・安心な労働環境を促進する。 

 

 

特定したインパクトエリア/トピックと KPI⑤ 

インパクト 

エリア/トピック 
資源強度 

取り組み、施策等 
・今後、キャンセル品の内、不要品の発生抑制に取り組むことで、更なる廃棄物の

削減につなげる 

設定した KPI 

・不要品の発生金額について、2024年は実態把握に努め、2027年までに 2024年対

比で半減以下とする 

・2030年までに、2027年対比で半減以下を目指す 

＜関連する SDGs＞ 

ターゲット 12.2 

2030年までに天然資源の持続可能な管理及び効率的な利用を達成する。 

ターゲット 12.4 

2020年までに、合意された国際的な枠組みに従い、製品ライフサイクルを通じ、環境上適

正な化学物資質や全ての廃棄物の管理を実現し、人の健康や環境への悪影響を最小化する

ため、化学物質や廃棄物の大気、水、土壌への放出を大幅に削減する。 

ターゲット 12.5 

2030年までに、廃棄物の発生防止、削減、再生利用及び再利用により、廃棄物の発生を大

幅に削減する。 
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５．サステナビリティ管理体制 

最高責任者 代表取締役       生田 泰宏 

管理責任者 経営改革推進部参与   平野 健治 

担当者 

企画管理部マネージャー 中村 省二 

産機事業部製造部 

管理 Gリーダー 中山 真吾 

イクタグループ     吉野 文華 

統轄部署 企画管理部 

 

イクタグループが本ファイナンスを取り組むにあたり、事業会社の中核である生田産機工業の

企画管理部が中心となって自社の事業活動を棚卸し、インパクトレーダーや SDGsとの関連性につ

いて検討したうえで KPIを設定した。 

 本ファイナンス実行後においては、生田泰宏代表取締役が最高責任者となり、管理責任者であ

る平野経営改革推進部参与を中心に KPI 達成に向けた活動を行い、生田産機工業の企画管理部及

び担当者が KPIの進捗管理を行っていく。 

 

６．モニタリングの頻度と方法 

本ファイナンスで設定した KPI の達成及び進捗状況については、京都銀行とイクタグループ及

び生田産機工業の担当者が定期的に会合の場を設け、共有する。会合は少なくとも年に 1 回実施

するほか、日頃の情報交換や営業情報の場を通じて実施する。 

京都銀行は KPI 達成に必要な資金及びその他ノウハウの提供、あるいは京都銀行の持つネット

ワークから外部資源とマッチングすることで、KPI達成をサポートする。 

 

以 上 
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本評価書に関する重要な説明 

1.本評価書は、京都銀行がイクタグループから依頼を受けて実施したものです。 

2.京都銀行は、イクタグループ及び生田産機工業から供与された情報と、京都銀行が独自に

収集した情報に基づく、現時点での計画または状況に対する評価で、将来におけるポジテ

ィブな成果を保証するものではありません。 

3.本評価を実施するにあたっては、国連環境計画金融イニシアティブ（UNEP FI）が提唱した

「ポジティブ・インパクト金融原則」に適合させるとともに、ESG金融ハイレベル・パネ

ル設置要綱第 2項(4)に基づき設置されたポジティブインパクトファイナンスタスクフォー

スがまとめた「インパクトファイナンスの基本的考え方」に整合させながら実施していま

す。なお、JCRから、本ファイナンスに関する第三者意見書の提供を受けています。 

 

＜本件に関するお問い合わせ先＞ 

           株式会社京都銀行 

法人総合コンサルティング部 森本 奨吾                         

〒600-8652 

   京都市下京区烏丸通松原上る薬師前町 700番地 

             TEL(075)361-2293 
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第三者意見書 
2024 年 7 月 31 日 

株式会社 日本格付研究所 
 

 

 

評価対象： 
イクタグループ株式会社に対するポジティブ・インパクト・ファイナンス 

貸付人：株式会社京都銀行 

評価者：株式会社京都銀行 

第三者意見提供者：株式会社日本格付研究所（JCR） 

 
 
 

結論： 
本ファイナンスは、国連環境計画金融イニシアティブの策定したポジティブ・イン
パクト金融原則に適合している。 
また、環境省の ESG 金融ハイレベル・パネル設置要綱第 2 項（4）に基づき設置さ
れたポジティブインパクトファイナンスタスクフォースがまとめた「インパクトフ
ァイナンスの基本的考え方」と整合的である。 
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I. JCR の確認事項と留意点 
JCR は、京都銀行がイクタグループ株式会社（「イクタグループ」）に対して実施する中

小企業向けのポジティブ・インパクト・ファイナンス（PIF）について、京都銀行による分

析・評価を参照し、国連環境計画金融イニシアティブ（UNEP FI）の策定した PIF 原則に

適合していること、および、環境省の ESG 金融ハイレベル・パネル設置要綱第 2 項（4）
に基づき設置されたポジティブインパクトファイナンスタスクフォースがまとめた「イン

パクトファイナンスの基本的考え方」と整合的であることを確認した。 
PIF とは、SDGs の目標達成に向けた企業活動を、金融機関が審査・評価することを通じ

て促進し、以て持続可能な社会の実現に貢献することを狙いとして、当該企業活動が与える

ポジティブなインパクトを特定・評価の上、融資等を実行し、モニタリングする運営のこと

をいう。 
PIF 原則は、4 つの原則からなる。すなわち、第 1 原則は、SDGs に資する三つの柱（環

境・社会・経済）に対してポジティブな成果を確認できること、なおかつネガティブな影響

を特定し対処していること、第 2 原則は、PIF 実施に際し、十分なプロセス、手法、評価ツ

ールを含む評価フレームワークを作成すること、第 3 原則は、ポジティブ・インパクトを測

るプロジェクト等の詳細、評価・モニタリングプロセス、ポジティブ・インパクトについて

の透明性を確保すること、第 4 原則は、PIF 商品が内部組織または第三者によって評価さ

れていることである。 
UNEP FI は、ポジティブ・インパクト・ファイナンス・イニシアティブ（PIF イニシア

ティブ）を組成し、PIF 推進のためのモデル・フレームワーク、インパクト・レーダー、イ

ンパクト分析ツールを開発した。京都銀行は、中小企業向けの PIF の実施体制整備に際し、

これらのツールを参照した分析・評価方法とツールを開発している。ただし、PIF イニシア

ティブが作成したインパクト分析ツールのいくつかのステップは、国内外で大きなマーケ

ットシェアを有し、インパクトが相対的に大きい大企業を想定した分析・評価項目として設

定されている。JCR は、PIF イニシアティブ事務局と協議しながら、中小企業の包括分析・

評価においては省略すべき事項を特定し、京都銀行にそれを提示している。なお、京都銀行

は、本ファイナンス実施に際し、中小企業の定義を、PIF 原則等で参照している IFC（国際

金融公社）の定義に加え、中小企業基本法の定義する中小企業、会社法の定義する大会社以

外の企業としている。 
JCR は、中小企業のインパクト評価に際しては、以下の特性を考慮したうえで PIF 原則

との適合性を確認した。 
① SDGs の三要素のうちの経済、PIF 原則で参照するインパクトエリア/トピックにお

ける社会経済に関連するインパクトの観点からポジティブな成果が期待できる事業

主体である。ソーシャルボンドのプロジェクト分類では、雇用創出や雇用の維持を目
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的とした中小企業向けファイナンスそのものが社会的便益を有すると定義されてい

る。 
② 日本における企業数では全体の 99.7％を占めるにもかかわらず、付加価値額では

52.9％にとどまることからもわかるとおり、個別の中小企業のインパクトの発現の仕

方や影響度は、その事業規模に従い、大企業ほど大きくはない。1 
③ サステナビリティ実施体制や開示の度合いも、上場企業ほどの開示義務を有してい

ないことなどから、大企業に比して未整備である。 
 

II. PIF 原則への適合に係る意見 
PIF 原則 1 
SDGs に資する三つの柱（環境・社会・経済）に対してポジティブな成果を確認できるこ

と、なおかつネガティブな影響を特定し対処していること。 
SDGs に係る包括的な審査によって、PIF は SDGs に対するファイナンスが抱えている

諸問題に直接対応している。 

京都銀行は、本ファイナンスを通じ、イクタグループの持ちうるインパクトを、UNEP FI
の定めるインパクトエリア/トピックおよび SDGs の 169 ターゲットについて包括的な分析

を行った。 
この結果、イクタグループがポジティブな成果を発現するインパクトエリア/トピックを

有し、ネガティブな影響を特定しその低減に努めていることを確認している。 
SDGs に対する貢献内容も明らかとなっている。 
 

PIF 原則 2 
PIF を実行するため、事業主体（銀行・投資家等）には、投融資先の事業活動・プロジェ

クト・プログラム・事業主体のポジティブ・インパクトを特定しモニターするための、十

分なプロセス・方法・ツールが必要である。 

JCR は、京都銀行が PIF を実施するために適切な実施体制とプロセス、評価方法及び評

価ツールを確立したことを確認した。 
 
 
 

                                                   
1 経済センサス活動調査（2016 年）。中小企業の定義は、中小企業基本法上の定義。業種によって異な

り、製造業は資本金 3 億円以下または従業員 300 人以下、サービス業は資本金 5 千万円以下または従業

員 100 人以下などだ。小規模事業者は製造業の場合、従業員 20 人以下の企業をさす。 
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(1) 京都銀行は、本ファイナンス実施に際し、以下の実施体制を確立した。 

 
(出所：京都銀行提供資料) 
 
(2) 実施プロセスについて、京都銀行では社内規程を整備している。 

 
(3) インパクト分析・評価の方法とツール開発について、京都銀行内部の専門部署が分析

方法及び分析ツールを、UNEP FI が定めた PIF モデル・フレームワーク、インパク

ト分析ツールを参考に確立している。 
 

PIF 原則 3 透明性 
PIF を提供する事業主体は、以下について透明性の確保と情報開示をすべきである。 
・本 PIF を通じて借入人が意図するポジティブ・インパクト 
・インパクトの適格性の決定、モニター、検証するためのプロセス 
・借入人による資金調達後のインパクトレポーティング 

PIF 原則 3 で求められる情報は、全て京都銀行が作成した評価書を通して銀行及び一般

に開示される予定であることを確認した。 
 

PIF 原則 4 評価 
事業主体（銀行・投資家等）の提供する PIF は、実現するインパクトに基づいて内部の

専門性を有した機関または外部の評価機関によって評価されていること。 

本ファイナンスでは、京都銀行が、JCR の協力を得て、インパクトの包括分析、特定、評

価を行った。JCR は、本ファイナンスにおけるポジティブ・ネガティブ両側面のインパク
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トが適切に特定され、評価されていることを第三者として確認した。 
 

III. 「インパクトファイナンスの基本的考え方」との整合に係る意見 
インパクトファイナンスの基本的考え方は、インパクトファイナンスを ESG 金融の発展

形として環境・社会・経済へのインパクトを追求するものと位置づけ、大規模な民間資金を

巻き込みインパクトファイナンスを主流化することを目的としている。当該目的のため、国

内外で発展している様々な投融資におけるインパクトファイナンスの考え方を参照しなが

ら、基本的な考え方をとりまとめているものであり、インパクトファイナンスに係る原則・

ガイドライン・規制等ではないため、JCR は本基本的考え方に対する適合性の確認は行わ

ない。ただし、国内でインパクトファイナンスを主流化するための環境省及び ESG 金融ハ

イレベル・パネルの重要なメッセージとして、本ファイナンス実施に際しては本基本的考え

方に整合的であるか否かを確認することとした。 
本基本的考え方におけるインパクトファイナンスは、以下の 4 要素を満たすものとして

定義されている。本ファイナンスは、以下の 4 要素と基本的には整合している。ただし、要

素③について、モニタリング結果は基本的には借入人であるイクタグループから貸付人で

ある京都銀行に対して開示がなされることとし、可能な範囲で対外公表も検討していくこ

ととしている。 

要素① 投融資時に、環境、社会、経済のいずれの側面においても重大なネガティブイ

ンパクトを適切に緩和・管理することを前提に、少なくとも一つの側面におい

てポジティブなインパクトを生み出す意図を持つもの 
要素② インパクトの評価及びモニタリングを行うもの 
要素③ インパクトの評価結果及びモニタリング結果の情報開示を行うもの 
要素④ 中長期的な視点に基づき、個々の金融機関/投資家にとって適切なリスク・リタ

ーンを確保しようとするもの 

また、本ファイナンスの評価・モニタリングのプロセスは、本基本的考え方で示された評

価・モニタリングフローと同等のものを想定しており、特に、企業の多様なインパクトを包

括的に把握するものと整合的である。 
 

IV. 結論 
以上の確認より、本ファイナンスは、国連環境計画金融イニシアティブの策定したポジテ

ィブ・インパクト金融原則に適合している。 
また、環境省の ESG 金融ハイレベル・パネル設置要綱第 2 項（4）に基づき設置された

ポジティブインパクトファイナンスタスクフォースがまとめた「インパクトファイナンス

の基本的考え方」と整合的である。 
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りません。 
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2. 本第三者意見を作成するうえで参照した国際的なイニシアティブ、原則等 
本意見作成にあたり、JCR は、以下の原則等を参照しています。 
国連環境計画 金融イニシアティブ ポジティブ・インパクト金融原則 
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「インパクトファイナンスの基本的考え方」 

3. 信用格付業にかかる行為との関係 
本第三者意見を提供する行為は、JCR が関連業務として行うものであり、信用格付業にかかる行為と
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4. 信用格付との関係 
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5. JCR の第三者性 
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